
証券コード　9063

平成29年６月13日

株 主 各 位
岡山市北区清心町４番31号

取締役社長 安 原 　 晃

第105回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第105回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封

の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月27日（火

曜日）午後５時30分までに到着するよう、ご返送くださいますようお願い申しあ

げます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時

２．場 所 岡山市北区清心町４番31号　当社会議室

３．目的事項

報告事項 １．第105期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報

告の件

２．第105期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告

の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役15名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

                                               以上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎本株主総会招集通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会
参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス 
https://www.okaken.co.jp）に掲載させていただきます。
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添付書類

事　業　報　告

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩

和を背景に企業収益の回復や雇用環境に改善がみられるなど、緩やかな回復基

調で推移いたしました。

　一方で、中国を始めとするアジア新興国の景気の減速や米国の政権交代によ

る新政策、英国のＥＵ離脱問題など依然として先行き不透明な状況が続いてお

ります。

　運輸業界におきましても、国内総輸送量は、依然として低水準で推移し、さ

らには法改正等により一層の時間外労働の削減に向けた取り組みや人手不足問

題など厳しい経営環境にあります。

　このような状況下、当社グループでは、主力の特別積合事業を中心として３

ＰＬ事業、引越し事業、静脈物流などの幅広い輸送の提案を行い、更なる輸送

品質の向上を図り、物量の確保に取り組むとともに適正運賃の収受にも力を注

いでまいりました。

　その結果、当連結会計年度の営業収益は402億５千万円（前連結会計年度比

100.5％）、経常利益は17億２千２百万円（前連結会計年度は16億７千５百万

円）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は12億２千４百万

円（前連結会計年度は11億８百万円）となりました。

　当連結会計年度の事業セグメントの状況は、次のとおりであります。

　　　①　貨物運送関連事業

　貨物運送関連事業につきましては、年度前半にやや減少した物量が年度

末にかけて回復し、通期では若干増加したことや、適正運賃収受に取り組

んだ結果、営業収益は385億７千５百万円となり連結営業収益全体の95.8％

となりました。

　　　②　石油製品販売事業

　石油製品販売事業につきましては、商品販売価格の下落、販売量の減少

などにより、営業収益は10億９千１百万円となり、連結営業収益全体の

2.7％となりました。
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③　その他

　その他につきましては、自動車用品販売、フォークリフト販売及び一般

労働者派遣等を含んでおり、営業収益は５億８千４百万円となり、連結営

業収益全体の1.5％となりました。

セグメントの名称
当連結会計年度（百万円）

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
前期比(％)

貨物運送関連事業 38,575 100.6

石油製品販売事業 1,091 93.7

そ の 他 584 115.4

合 計 40,250 100.5

(2) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、米国の政策の動向等により日本経済にも悪影

響を及ぼす可能性が高く、さらには軽油価格の動向等不透明な状況が続いてお

ります。

　このような状況下、当社グループは年度の目標を「営業推進と決め事の遵守」

と定め、荷物の獲得と適正運賃の収受に努めるとともに、本年６月に、総社主

管支店に３ＰＬ機能を有した付加価値の高い輸送サービスが提供できる施設と

して新営業倉庫並びに危険物倉庫を開設し、お客様に満足していただける輸送

の提案、安全・安心な輸送体制を構築することにより、収益の確保と業績の向

上に努める所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますよ

うよろしくお願い申しあげます。

(3) 設備投資の状況

　当社グループでは、顧客に対する、より高い輸送品質の向上及び同業者間の

競争の激化に対応するため、貨物運送関連事業を中心に19億７百万円の設備投

資を実施いたしました。その主なものは、車両11億６千７百万円と、総社主管

支店倉庫増築に伴う建設仮勘定５億１千３百万円であります。

(4) 資金調達の状況

　当連結会計年度中における必要資金は金融機関からの借入金及び自己資金に

よってまかないました。
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(5) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 102 期

(平成26年３月期)
第 103 期

(平成27年３月期)
第 104 期

(平成28年３月期)

第 105 期
(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 40,928 40,465 40,032 40,250

親会社株主に帰属
する当期純利益

（百万円） 421 822 1,108 1,224

１株当たり当期純利益 （円） 20.40 39.81 53.68 59.71

総 資 産 （百万円） 40,689 40,776 40,545 41,678

純 資 産 （百万円） 10,193 11,534 12,303 13,607

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 102 期

(平成26年３月期)
第 103 期

(平成27年３月期)
第 104 期

(平成28年３月期)

第 105 期
(当事業年度)
(平成29年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 35,765 35,317 35,236 35,395

当 期 純 利 益 （百万円） 337 649 881 1,044

１株当たり当期純利益 （円） 16.31 31.45 42.70 50.93

総 資 産 （百万円） 36,508 36,290 36,174 37,339

純 資 産 （百万円） 8,791 9,843 10,396 11,441

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 30 百万円 100 ％ 貨物自動車運送事業

彦 崎 通 運 株 式 会 社 30 100 貨物自動車運送事業

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 30 100 石 油 製 品 販 売 業

マルケー自動車整備株式会社 20 100 自 動 車 修 理 業
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(7) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

事 業 区 分 内 容

貨 物 運 送 関 連 事 業

当社グループの主要な業務であり、当社及び子会社の岡山県貨物
鋼運株式会社を含む５社が従事しており市場のニーズに対応した
輸送品質を開発して幅広いサービスを提供しております。子会社
のマルケー自動車整備株式会社が自動車修理部門を担当してお
り、トラックターミナル業を関連会社である岡山県トラックター
ミナル株式会社、及び山陽コンテナトランスポート株式会社が貨
物利用運送事業を営んでおります。

石 油 製 品 販 売 事 業
子会社のマルケー商事株式会社は出光興産株式会社の代理店とし
てグループ各社並びに得意先に対して石油製品の販売を営んでお
ります。

そ の 他

子会社のマルケー商事株式会社は自動車用品の販売、建設及び保
険代理業を行い、岡山エールフォークリフト株式会社はフォーク
リフト販売業を行っており、また、ハートスタッフ株式会社が一
般労働者派遣業を営んでおります。

(8) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）

当　社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 岡 山 市 北 区 岡　山 主管支店 岡 山 市 中 区

津　山 主管支店 岡 山 県 津 山 市 倉　敷 主管支店 岡 山 県 倉 敷 市

総　社 主管支店 岡 山 県 総 社 市 福　山 主管支店 広 島 県 福 山 市

広　島 主管支店 広 島 市 中 区 米　子 主管支店 鳥 取 県 米 子 市

福　岡 主管支店 福 岡 市 東 区 四　国 主管支店 香 川 県 坂 出 市

兵　庫 主管支店 兵 庫 県 姫 路 市 大　阪 主管支店 兵 庫 県 尼 崎 市

名古屋 主管支店 愛 知 県 小 牧 市 東　京 主管支店 東京都江戸川区

北　陸 主管支店 石 川 県 白 山 市

子会社

名 称 所 在 地

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 岡 山 県 倉 敷 市

彦 崎 通 運 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 自 動 車 整 備 株 式 会 社 岡 山 市 南 区
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(9) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使　用　人　数（名）
前 連 結 会 計
年度末比増減(名)

貨 物 運 送 関 連 事 業 2,516 32減

石 油 製 品 販 売 事 業 12 －

そ の 他 27 －

合 計 2,555 32減

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数521名を含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数
前事業年度末比
増 減

平 均 年 齢 平均勤続年数

2,201名 35名減 41.9歳 13.9年

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数436名を含んでおりません。

(10) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 中 国 銀 行 6,655 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 6,233

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,332
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２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 40,000千株

②　発行済株式の総数 20,288千株 (自己株式1,711千株を除く)

③　株主数 1,844名

④　大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 1,524千株 7.51％

西 尾 総 合 印 刷 株 式 会 社 1,357 6.69

マ ル ケ ー 従 業 員 持 株 会 1,310 6.45

福 山 通 運 株 式 会 社 1,000 4.92

株 式 会 社 中 国 銀 行 949 4.67

両備ホールディングス株式会社 939 4.62

東 洋 ゴ ム 工 業 株 式 会 社 675 3.32

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 580 2.85

堀 口 祐 司 557 2.74

株 式 会 社 岡 山 マ ツ ダ 474 2.34

（注）１．当社は自己株式1,711,387株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

　　　　　ます。

　　　２．持株比率は自己株式（1,711,387株）を控除して計算しております。

－ 7 －



３．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況(平成29年３月31日現在)
（＊は代表取締役）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

＊ 取 締 役 会 長 壷　坂　須美男

大阪営業本部本部長
マルケー萩貨物自動車株式会社　代表取締役会長
マルケー商事株式会社　代表取締役会長
マルケー自動車整備株式会社　代表取締役会長

＊ 取 締 役 社 長 安 原 　 晃

東京営業本部本部長
岡山県貨物鋼運株式会社　代表取締役会長
昭和工運株式会社　代表取締役会長
山陽コンテナトランスポート株式会社　代表取締役社長

取締役副社長 遠 藤 俊 夫
人事部・総務部・企画室・情報システム部担当
ハートスタッフ株式会社　代表取締役社長

専 務 取 締 役 小 郷 伸 洋
営業部・運行管理部担当
彦崎通運株式会社　代表取締役会長

専 務 取 締 役 村 上 明 久 大阪主管支店長・大阪営業本部副本部長

常 務 取 締 役 関 　 裕 二 広島主管支店長

常 務 取 締 役 安 原 秀 二 岡山主管支店長

取 締 役 若 狹 愼 一 経理部長

取 締 役 馬屋原　　　章 営業部長

取 締 役 原 田 和 充 東京主管支店長・東京営業本部副本部長

取 締 役 森 分 俊 裕 福山主管支店長

取 締 役 岡 本 信 義 倉敷主管支店長

取 締 役 坪 井 宏 通 株式会社中国銀行　代表取締役副頭取

取 締 役 西　尾　源治郎 西尾総合印刷株式会社　代表取締役社長

取 締 役 有 澤 和 久
有澤会計事務所　代表
株式会社ウエスコホールディングス　社外監査役

常 勤 監 査 役 佐々木　　　稔

監 査 役 松 田 　 久
両備ホールディングス株式会社　代表取締役社長
株式会社両備システムズ　代表取締役社長
岡山三菱ふそう自動車販売株式会社　社外監査役

監 査 役 佐 藤 　 浩
損害保険ジャパン日本興亜株式会社　岡山支店長・
理事

（注）１．取締役のうち坪井宏通、西尾源治郎及び有澤和久の各氏は、社外取締役であります。

　　　２．取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役のうち松田　久及び佐藤　浩の両氏は、社外監査役であります。

４．常勤監査役佐々木　稔氏は会社の経理部門において45年間勤務した経験を有するも

のであり財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

　　　　①平成28年5月10日付で、取締役の地位が以下のように変更となりました。

氏　　名 新 旧

遠 藤 俊 夫 取締役副社長 専務取締役

村 上 明 久 専務取締役 常務取締役

関　　裕 二 常務取締役 取締役

安 原 秀 二 常務取締役 取締役

　　　　②平成28年６月28日開催の第104回定時株主総会終結の時をもって取締役和泉忠孝氏

は辞任により退任いたしました。

　　　　③平成28年６月28日開催の第104回定時株主総会終結の時をもって監査役山田治伸氏

は任期満了により退任いたしました。

　　　　④平成28年６月28日開催の第104回定時株主総会において、有澤和久氏は新たに取締

役に選任され就任いたしました。

　　　　⑤平成28年６月28日開催の第104回定時株主総会において、佐藤　浩氏は新たに監査

役に選任され就任いたしました。

(2) 社外役員に関する事項

①　社外役員の重要な兼職の状況及び当社との関係

区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

取 締 役 坪 井 宏 通 株式会社中国銀行
代表取締役

副頭取

株式会社中国銀行は当社
のメインバンクでありま
す。

取 締 役 西　尾　源治郎
西尾総合印刷株式
会社

代表取締役
社長

当社は西尾総合印刷株式
会社より物品購入を行っ
ております。

取 締 役 有　澤　和　久

有澤会計事務所 代 表
有澤会計事務所と当社と
の間に取引関係はありま
せん。

株式会社ウエスコ
ホールディングス

社外監査役
株式会社ウエスコホール
ディングと当社との間に
取引関係はありません。

監 査 役 松 田 　 久

両備ホールディン
グス株式会社
株式会社両備シス
テムズ

代表取締役
社長

両備ホールディングス株
式会社及び株式会社両備
システムズと当社との間
に重要な取引関係はあり
ません。

岡山三菱ふそう自
動車販売株式会社

社外監査役

岡山三菱ふそう自動車販
売株式会社と当社との間
には車両購入の取引関係
があります。

監 査 役 佐 藤 　 浩
損害保険ジャパン
日本興亜株式会社

岡山支店長
・理事

損害保険ジャパン日本興
亜株式会社と当社との間
には保険契約の取引関係
があります。
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②　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 坪 井 宏 通
当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席
し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者の観点
から発言を行っております。

取 締 役 西　尾　源治郎
当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席
し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者の観点
から発言を行っております。

取 締 役 有 澤 和 久

平成28年６月28日に取締役就任以降開催の定例
取締役会４回のうち４回に出席し、必要に応
じ、公認会計士としての豊かな経験・専門的見
地に基づき発言を行っております。

監 査 役 松 田 　 久

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会５回
のうち取締役会４回及び監査役会４回に出席
し、必要に応じ、主に豊かな経験と客観的な見
地から発言を行っております。

監 査 役 佐 藤 　 浩

平成28年６月28日に監査役就任以降開催の定例
取締役会４回及び監査役会３回のうち取締役会
４回及び監査役会３回に出席し、必要に応じ、
主に豊かな経験と客観的な見地から発言を行っ
ております。

③　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

④　子会社から受けている報酬等の総額
　該当事項はありません。

(3) 取締役及び監査役に対する報酬等の額

区　　　　分 人　　数（名） 報酬等の額（百万円）

取　締　役 16 120

監　査　役 4 10

合　　計 20 130

（注）１．上記には、平成28年６月28日開催の第104回定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役１名と社外監査役１名が含まれております。

　　　２．平成元年６月29日の株主総会決議による取締役の報酬限度額は月額13百万円（ただ

し、使用人兼務取締役の使用人分給与を除く）、監査役の報酬限度額は月額２百万円で

あります。

３．上記の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません。

４．上記の報酬等の額には、販売費及び一般管理費に計上した役員退職慰労引当金繰入額

15百万円を含んでおります。

５．上記の報酬等の額には、社外取締役３名及び社外監査役３名に対する報酬等の総額４

百万円を含めております。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支　払　額

①当社が支払うべき報酬等の額 32百万円

②当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額

32百万円

 (注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の

金額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の

報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお

いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制
　当社は職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の
とおりであります。（最終改定　平成28年５月10日）
(1) 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンスの徹底を最重要課題と位置付け、取締役一人ひと
りが周知徹底しコンプライアンスを遵守し行動する。
　コンプライアンス委員会を設置しコンプライアンスに係る事項を管理推進し
ていく。
(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の決定に関する記録は、社内規程に基づき作成・保存する。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　コンプライアンス、環境、災害、品質などに係るリスク管理は、社内規
程で定めるとともに、各関係部門で必要に応じ研修の実施、マニュアルの
作成・整備等を行い、適切に運用する。

②　新たに生じたリスクに対応するために必要な場合は、速やかに対応責任
者となる取締役を定める。

(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制
①　３ヶ月に１回以上開催する取締役会に監査役が出席し、職務執行状況等
を把握する。

②　緊急を要する場合は、必要に応じて取締役会を開催する。
(5) 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンス規程に基づき運用し、教育・指導を実施する。
②　内部監査を実施する。

(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　取締役会は業務執行についてグループ全体の監督を行い、監査室は業務執行
やコンプライアンスの状況等について内部監査を実施する。
(7) 監査役の補助使用人に関する事項
　現状では監査役の補助使用人を配置していないが、必要に応じ事務室を設置
する。
(8) 監査役の補助使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に
対する指示の実効性確保に関する事項
　監査役の補助使用人の人事は監査役会の同意を必要とする。当該使用人は監
査役の指示に従い職務を遂行する。
(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制
①　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見
したときは、直ちにこれを監査役に報告しなければならない。

②　監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対し報告を求める。
③　監査室は、内部監査の結果を監査役に報告する。

(10) 監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務執行に必要な費用について会社に請求があった場合、速やかに
前払又は償還に応じる。
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(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査室及び総務・経理部門等は監査役の事務を補助する。
(12) 反社会的勢力の排除に向けた体制

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、取

引関係をはじめとする一切の関わりを排除したうえで、企業活動における社会
的責任を果たしていくことを基本方針とする。この方針の遂行のために、情報
収集や外部専門機関と緊密な連携関係を構築する。

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の
整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用
状況の概要は以下のとおりです。

(1) 法令及び定款の遵守（コンプライアンス）に対する取組みの状況

①　当事業年度においては、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会を
４回開催し、コンプライアンスに関する重要事項などに関し、担当部室か
ら報告を受け代表取締役社長に報告しました。また、諸規程の改定を行い、
常に社内で閲覧できる状態にしております。

②　社内定例会議、新入社員研修において内部統制とコンプライアンスに関
する研修を行いました。また、内部コンプライアンス規程に基づき、内部
通報制度を設定しており担当部署によって適切に運用を行っております。

③　取引先については「反社会的勢力排除規程」に基づき新規取引先はもち
ろん、既存の取引先に関しても厳正なチェックを行い、反社会的勢力とは
取引を行わないこととしています。

(2) 取締役の職務執行の効率性確保に対する取組みの状況

　定時取締役会を６回、臨時取締役会を適宜実施しており、法令等に定められ
た事項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事項を決定するとともに、
取締役間の意思疎通を図り相互に業務執行を監督いたしました。

(3) 取締役の職務執行に係わる情報の保存及び管理に対する取組みの状況

　取締役会議事録、稟議書等は規程に基づき、保存期間・所管部署を定めて適

切に管理しています。

(4) 損失の危険の管理に対する取組みの状況

　リスク管理委員会を設置して、当社グループの経営に重大な影響を与えるリ
スクを洗い出し、定期的に見直すとともに、必要に応じ損失を減らすための対
応を行っております。
　また、各部門から選出されたメンバーにより課題を検討し、効率的に損失の
危機への対応を行っております。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための取組みの状況

　当社子会社の経営管理につきましては、当社の企画室にて子会社の経営管理
体制を整備、統括するとともに、重要な事項については、事前に承認申請また
は報告を行っております。また、監査役及び監査室は、子会社に対する監査を
実施しており、グループ経営に対応したモニタリングを実施しております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）１．本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

２．営業収益等の金額には、消費税等は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び営業未収入金

リ ー ス 投 資 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び車両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,674,917

5,052,587

6,984,282

6,297

123,030

138,018

374,559

△3,858

29,003,751

24,945,011

7,026,088

1,570,502

29,513

15,673,801

82,824

562,280

608,252

3,450,488

3,034,589

42,860

390,647

△17,609

流 動 負 債 13,192,214

支払手形及び営業未払金 2,752,437

短 期 借 入 金 6,973,745

リ ー ス 債 務 38,056

未 払 法 人 税 等 451,237

賞 与 引 当 金 250,784

そ の 他 2,725,954

固 定 負 債 14,879,119

長 期 借 入 金 10,640,685

リ ー ス 債 務 69,824

繰 延 税 金 負 債 770,203

役員退職慰労引当金 141,904

退職給付に係る負債 2,984,698

資 産 除 去 債 務 101,492

そ の 他 170,311

負 債 合 計 28,071,333

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 13,033,396

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,770,311

利 益 剰 余 金 9,131,924

自 己 株 式 △289,439

その他の包括利益累計額 550,613

その他有価証券評価差額金 643,433

退職給付に係る調整累計額 △92,820

非 支 配 株 主 持 分 23,326

純 資 産 合 計 13,607,335

資 産 合 計 41,678,669 負 債 純 資 産 合 計 41,678,669

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 40,250,853

営 業 原 価 37,100,063

営 業 総 利 益 3,150,789

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,564,828

営 業 利 益 1,585,961

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 32,716

受 取 賃 貸 料 174,662

持分法による投資利益 72,878

そ の 他 117,199 397,457

営 業 外 費 用

支 払 利 息 235,658

そ の 他 25,723 261,381

経 常 利 益 1,722,037

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 281,805

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,821 284,626

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 8,910

減 損 損 失 23,553

投 資 有 価 証 券 売 却 損 668

投 資 有 価 証 券 評 価 損 296

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2,100 35,530

税金等調整前当期純利益 1,971,134

法人税、住民税及び事業税 692,421

法 人 税 等 調 整 額 50,343 742,764

当 期 純 利 益 1,228,369

非支配株主に帰属する当期純利益 3,977

親会社株主に帰属する当期純利益 1,224,392

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。

－ 15 －



連結株主資本等変動計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,420,600 1,761,954 8,010,780 △208,669 11,984,665

当期変動額

剰余金の配当 △103,247 △103,247

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,224,392 1,224,392

自己株式の取得 △80,770 △80,770

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

8,357 8,357

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 － 8,357 1,121,144 △80,770 1,048,731

当期末残高 2,420,600 1,770,311 9,131,924 △289,439 13,033,396

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株
主 持 分

純資産合計その他有価
証券評価差
額 金

退職給付に
係る調整累
計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当期首残高 436,586 △148,909 287,677 30,705 12,303,048

当期変動額

剰余金の配当 △103,247

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,224,392

自己株式の取得 △80,770

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

8,357

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

206,846 56,089 262,935 △7,379 255,556

当期変動額合計 206,846 56,089 262,935 △7,379 1,304,287

当期末残高 643,433 △92,820 550,613 23,326 13,607,335

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　子会社９社はすべて連結しており、連結子会社名は、岡山県貨物鋼運㈱、昭和工運㈱、

マルケー萩貨物自動車㈱、彦崎通運㈱、マルケー商事㈱、マルケー自動車整備㈱、岡山エ

ールフォークリフト㈱、ハートスタッフ㈱、丸一倉庫運輸㈱であります。

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社である岡山県トラックターミナル㈱、山陽コンテナトランスポート㈱に対する

投資について、持分法を適用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、すべて連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②　たな卸資産…………………………主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

(2）重要な減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産………………………

（リース資産は除く）

主として定率法によって減価償却を実施してお

りますが、子会社のマルケー自動車整備㈱の建物

については定額法によって減価償却を実施して

おります。ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は建物及び構築物24～50

年、機械装置及び車両３～６年であります。

②　無形固定資産………………………

（リース資産は除く）

定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）によって

おります。
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③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

③　役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(4）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用してお

ります。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　借入金支払利息を対象に金利スワップ取引によりヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

　より安定的な条件による資金調達のため、金利情勢に応じて変動金利と固定金利と

のスワップ取引を行うものとしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

(5）その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

　の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　消費税等の会計処理………………税抜方式を採用しております。

③　収益及び費用の計上基準

　　営業収益

　　　貨物運送収入は、当社グループの各事業所において荷主より貨物運送を受託し発

送した日を基準として計上しております。

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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＜会計方針の変更に関する注記＞

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

これによる、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影

響額は軽微であります。

＜追加情報＞

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

　年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

＜連結貸借対照表に関する注記＞

１．たな卸資産の内容

商品 21,465千円

原材料及び貯蔵品 101,564千円

合計 123,030千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 37,566,487千円

３．担保に供している資産 建物及び構築物 3,601,553千円

土地 8,021,351千円

上記に対応する債務 短期借入金 6,257,661千円

長期借入金 7,013,180千円

４．受取手形割引高 7,500千円

＜連結損益計算書に関する注記＞

減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

用 途 種 類 地 域 減損損失（千円）

営業店所 土 地
兵庫主管支店

（兵庫県姫路市）
23,553

　当社グループは管理会計上の区分、投資の意思決定を行う際の単位を基準とし、主として

主管支店及び管下店所を１つの単位とし、グルーピングを行っております。

　その結果、当社の兵庫主管支店の資産グループについて、営業活動から生じる損益の継続

的なマイナス、又は、市場価格の著しい下落が認められたため、当該資産グループに係る資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額23,553千円を減損損失として特別損失

に計上しております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額より測定しており、重要なもの

については鑑定評価額、その他のものについては路線価等に基づいて評価しております。
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＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 22,000,000株

　　２．配当に関する事項

(１)配当支払額

決　　　議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配 当
の 原 資

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 　103,247 利益剰余金 ５
平成28年
３月31日

平成28年
６月29日

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配 当
の 原 資

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 　121,731 利益剰余金 ６
平成29年
３月31日

平成29年
６月29日

＜金融商品に関する注記＞

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については

銀行借入によっております。

　デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は

行いません。

　受取手形及び営業未収入金に係る信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残高管理

を行っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四

半期ごとに時価の把握を行っております。

　支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内に決済されるものであります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は設備

投資に係る資金調達であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ

取引を実施し支払利息の固定化を実施しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。

(単位:千円)

連結貸借対照
表計上額(※1)

時　価(※1) 差 額

(１)現金及び預金 5,052,587 5,052,587 －

(２)受取手形及び
　　営業未収入金(※2)

6,980,424 6,980,424 －

(３)投資有価証券 1,605,369 1,605,369 －

(４)支払手形及び
　　営業未払金

(2,752,437) (2,752,437) －

(５)短期借入金 (2,665,600) (2,665,600) －

(６)長期借入金 (14,948,830) (14,922,824) 26,005

(７)デリバティブ取引 － － －

（※1）負債に計上されているものは（　　）で示しております。

（※2）受取手形及び営業未収入金に対する貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（３）投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

（４）支払手形及び営業未払金、並びに（５）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。なお、短期借入金には１年以内返済予定の長期借入金

4,308,145千円は含まれておりません。

（６）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借

入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(７)参照）当該金利スワッ

プと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、長期借

入金には１年以内返済予定の長期借入金4,308,145千円を含んでおります。

（７）デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載してお

ります。（上記(６)参照）

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,429,219千円）は、市場価格がなく、かつ将

来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、｢(３）投資有価証券」には含めておりません。

＜賃貸等不動産に関する注記＞

１．当社及び一部の子会社では、大阪府その他の地域で、賃貸商業施設等を所有しておりま

　す。

２. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額 時　　　　価

1,569,227千円 3,188,676千円

 (注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

　　　価に基づく金額、その他の物件については観察可能な市場価格に基づいて算定して

　　　おります。
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＜税効果会計に関する注記＞

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

(1）流動の部

　繰延税金資産

　賞与引当金 91,314千円

　未払事業税 43,431千円

　その他 4,524千円

繰延税金資産小計 139,270千円

　評価性引当額 △1,252千円

繰延税金資産合計 138,018千円

(2）固定の部

　繰延税金資産

　役員退職慰労引当金 43,344千円

　退職給付に係る負債 913,470千円

　減損損失 1,127,410千円

　土地 152,592千円

　その他 38,277千円

繰延税金資産小計 2,275,094千円

　評価性引当額 △1,685,356千円

繰延税金資産合計 589,737千円

　繰延税金負債との相殺 △546,877千円

　繰延税金資産の純額 42,860千円

　繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 892,243千円

　固定資産圧縮特別勘定積立金 57,236千円

　その他有価証券評価差額金 286,236千円

　土地 76,407千円

　その他 4,958千円

繰延税金負債合計 1,317,081千円

　繰延税金資産との相殺 △546,877千円

繰延税金負債の純額 770,203千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 30.69％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 0.46％

受取配当金等益金に算入されない項目 △0.11％

住民税均等割 4.38％

評価性引当額 2.40％

持分法による投資利益 △0.73％

その他 0.59％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.68％

＜１株当たり情報に関する注記＞

１．１株当たり純資産額 669円53銭

２．１株当たり当期純利益 59円71銭

＜重要な後発事象に関する注記＞

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

営 業 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,772,175

3,910,547

632,536

705,331

5,019,566

44,257

186,056

119,524

39,946

118,246

△3,837

26,567,550

23,327,520

6,053,665

343,756

12,962

1,281,488

20,568

14,989,024

63,774

562,280

600,497

502,980

59,670

21,376

16,469

2,639,532

1,622,978

738,000

16,286

279,876

△17,609

流 動 負 債 11,788,302

営 業 未 払 金 2,300,797

短 期 借 入 金 2,438,600

１年以内返済予定の長期借入金 3,996,116

リ ー ス 債 務 29,153

未 払 金 173,793

未 払 消 費 税 等 244,963

未 払 費 用 695,357

未 払 法 人 税 等 379,165

預 り 金 360,398

従 業 員 預 り 金 209,754

賞 与 引 当 金 216,000

設 備 未 払 金 743,166

そ の 他 1,036

固 定 負 債 14,110,017

長 期 借 入 金 10,112,310

リ ー ス 債 務 57,063

長 期 未 払 金 45,607

繰 延 税 金 負 債 880,887

退 職 給 付 引 当 金 2,676,577

役員退職慰労引当金 138,600

債務保証損失引当金 89,000

資 産 除 去 債 務 101,492

預 り 保 証 金 8,480

負 債 合 計 25,898,319

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 10,802,845

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,761,954

資 本 準 備 金 1,761,954

利 益 剰 余 金 6,909,730

利 益 準 備 金 311,000

その他利益剰余金 6,598,730

固定資産圧縮積立金 2,030,048

固定資産圧縮特別勘定積立金 129,263

別 途 積 立 金 3,011,000

繰越利益剰余金 1,428,418

自 己 株 式 △289,439

評価・換算差額等 638,560

その他有価証券評価差額金 638,560

純 資 産 合 計 11,441,405

資 産 合 計 37,339,725 負 債 純 資 産 合 計 37,339,725

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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損　益　計　算　書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

貨 物 運 送 事 業 収 益 35,016,875

倉 庫 業 収 益 等 378,465 35,395,341

営 業 原 価 33,439,124

営 業 総 利 益 1,956,217

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 909,865

営 業 利 益 1,046,351

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 198,710

受 取 賃 貸 料 254,525

そ の 他 127,901 581,137

営 業 外 費 用

支 払 利 息 214,225

そ の 他 24,472 238,698

経 常 利 益 1,388,790

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 270,739

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,821 273,560

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 446

減 損 損 失 23,553

投 資 有 価 証 券 売 却 損 668

投 資 有 価 証 券 評 価 損 296

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2,100 27,065

税 引 前 当 期 純 利 益 1,635,285

法人税、住民税及び事業税 538,070

法 人 税 等 調 整 額 52,803 590,873

当 期 純 利 益 1,044,411

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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株主資本等変動計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金
合 計

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

当期首残高 2,420,600 1,761,954 1,761,954 311,000 2,057,477

当期変動額

剰余金の配当

固定資産圧縮積立金の取崩 △27,428

固定資産圧縮特別勘定積立
金の積立

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － △27,428

当期末残高 2,420,600 1,761,954 1,761,954 311,000 2,030,048

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計固定資産圧縮特別

勘 定 積 立 金
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当期首残高 － 2,311,000 1,289,089 5,968,566 △208,669

当期変動額

剰余金の配当 △103,247 △103,247

固定資産圧縮積立金の取崩 27,428 －

固定資産圧縮特別勘定積立
金の積立

129,263 △129,263 －

別途積立金の積立 700,000 △700,000 －

当期純利益 1,044,411 1,044,411

自己株式の取得 △80,770

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 129,263 700,000 139,329 941,163 △80,770

当期末残高 129,263 3,011,000 1,428,418 6,909,730 △289,439

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 9,942,451 454,204 454,204 10,396,655

当期変動額

剰余金の配当 △103,247 △103,247

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立
金の積立

－ －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,044,411 1,044,411

自己株式の取得 △80,770 △80,770

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

184,356 184,356 184,356

当期変動額合計 860,393 184,356 184,356 1,044,750

当期末残高 10,802,845 638,560 638,560 11,441,405

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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＜重要な会計方針＞

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

貯蔵品………………………………先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産…………………………定率法

　　　　 (リース資産は除く) 　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法によっております。

　なお、主な耐用年数は建物24～50年、車両３～

６年であります。

(2）無形固定資産及び長期前払費用……定額法

　      （リース資産は除く）　　　　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）によっており

ます。

(3）リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、翌事業年度から費用処理しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(5）債務保証損失引当金

　関係会社に対する債務保証による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、

損失見込額を計上しております。
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４．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しており

ます。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　借入金支払利息を対象に金利スワップ取引によりヘッジを行っております。

(3）ヘッジ方針

　より安定的な条件による資金調達のため、金利情勢に応じて変動金利と固定金利との

スワップ取引を行うものとしております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用しております。

(3）収益の計上基準

　　営業収益

　　　貨物運送収入は、当社の各事業所において荷主より貨物運送を受託し発送した日を

基準として計上しております。

＜会計方針の変更に関する注記＞

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

変更しております。

　 これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響額は軽

微であります。

＜表示方法の変更に関する注記＞

（貸借対照表）

　 前事業年度まで流動資産の「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しました。

　 なお、前事業年度の「電子記録債権」は623,159千円であります。

＜追加情報＞

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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＜貸借対照表に関する注記＞

１．有形固定資産の減価償却累計額 33,675,674千円

２．担保に供している資産

建物 3,250,213千円

土地 7,572,028千円

上記に対応する債務

短期借入金 2,438,600千円

１年以内返済予定の長期借入金 3,497,916千円

長期借入金 6,690,010千円

関係会社の銀行借入金 20,000千円

　　３．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 35,708千円

短期金銭債務 700,444千円

４．偶発債務

保証債務

関係会社の金融機関に対する借入等に対する債務保証 851,257千円

関係会社の取引先との商取引に対する債務保証 316,841千円

＜損益計算書に関する注記＞

１．関係会社との取引高

営業収益 101,576千円

営業原価 3,998,206千円

営業取引以外の取引高 240,088千円

２．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用 途 種 類 地 域 減損損失（千円）

営業店所 土 地
兵庫主管支店

（兵庫県姫路市）
23,553

　当社は、管理会計上の区分、投資の意思決定を行う際の単位を基準とし、主として主管

支店及び管下店所を１つの単位とし、グルーピングを行っております。

　その結果、兵庫主管支店の資産グループについて、営業活動から生じる損益の継続的な

マイナス、又は、市場価格の著しい下落が認められたため、当該資産グループに係る資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額23,553千円を減損損失として特別損失

に計上しております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、重要な

ものについては鑑定評価額、その他については路線価等に基づいて評価しております。

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 1,350,422 360,965 － 1,711,387

合 計 1,350,422 360,965 － 1,711,387

 (注) 自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得353,000株及び単元未

満株式の買取り7,965株による増加分であります。
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＜税効果会計に関する注記＞

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

(１)　流動の部

　繰延税金資産

　賞与引当金 77,338千円

　未払事業税 37,529千円

　その他 4,657千円

繰延税金資産合計 119,524千円

(２)　固定の部

　繰延税金資産

　退職給付引当金 815,643千円

　役員退職慰労引当金 42,217千円

　減損損失 895,487千円

　債務保証損失引当金 27,109千円

　資産除去債務 30,914千円

　その他 15,961千円

繰延税金資産小計 1,827,331千円

　評価性引当額 △1,474,468千円

繰延税金資産合計 352,863千円

　繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 892,243千円

　固定資産圧縮特別勘定積立金 57,236千円

　その他有価証券評価差額金 279,313千円

　その他 4,958千円

繰延税金負債合計 1,233,750千円

繰延税金負債の純額 880,887千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因
法定実効税率 30.69％
(調整)
交際費等損金に算入されない項目 0.43％
受取配当金等益金に算入されない項目 △2.81％
住民税均等割 5.14％
評価性引当額 2.67％
その他 0.01％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.13％
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＜関連当事者との取引に関する注記＞

１．子会社及び関連会社等
（単位:千円）

種　類
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社
マルケー
商事㈱

所有
直接100％

役員の兼任
燃料の購入
債務保証

燃料の購入
債務保証
受取保証料

1,859,677
394,799
1,336

営業未払金
－
－

361,752
－
－

子会社
岡山県貨
物鋼運㈱

所有
直接100％

役員の兼任
債務保証 債務保証

受取保証料
522,614
2,182

－
－

－
－

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．燃料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

２．上記金額のうち、営業未払金の期末残高は消費税等を含み、その他は消費税等を
含んでおりません。

３．債務保証については、子会社の金融機関に対する借入等及び取引先との商取引に
対するものであります。また、受取保証料については信用リスクを勘案して決定し
ております。

２．役員及び個人主要株主等
（単位:千円）

種類
会社等の名称
又 は 氏 名

議 決 権 等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

取締役 坪 井  宏 通 －

当社取締役

㈱中国銀行

代表取締役

副頭取

1.借入金

  借入額

  返済額

2.支払利息

3,750,000
4,106,000
111,158

短期借入金

長期借入金
1,975,000
4,680,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） 借入条件は、いずれも変動金利で、短期借入金については同行決定の短期プライムレ

ートにより、また、長期借入金は短期プライムレートに0.5％上乗せした利率で継続取
引の約定をしております。

＜１株当たり情報に関する注記＞
１．１株当たり純資産額 563円93銭
２．１株当たり当期純利益 50円93銭

＜重要な後発事象に関する注記＞

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成29年５月11日

岡山県貨物運送株式会社

取　締　役　会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 田 　 明 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 宅 　 昇 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の平成28年
４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、岡山県貨物運送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上

－ 31 －



会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成29年５月11日

岡山県貨物運送株式会社

取　締　役　会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 田 　 明 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 宅 　 昇 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の平
成28年４月１日から平成29年３月31日までの第105期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附
属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第105期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査室
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め意見を表明い
たしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他
の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びそ
の他の注記）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成29年５月19日

岡山県貨物運送株式会社　監査役会

常勤監査役 佐々木　　　稔 

社外監査役 松 田 　 久 

社外監査役 佐 藤 　 浩 

以　上
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株主総会参考書類

　第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　当期の期末配当金につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等

を勘案いたしまして、１株当たり５円と予想しておりましたが、株主の皆

様のご支援にお応えするため、１株当たり１円増額し６円といたしたいと

存じます。

(１)配当財産の種類

　　金銭といたします。

(２)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金６円とし、配当総額は121,731,678円といた

します。

(３)剰余金の配当が効力を生じる日

　　平成29年６月29日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の

強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)増加する剰余金の項目とその額

　　別途積立金　　　　　　　　　800,000,000円

(２)減少する剰余金の項目とその額

　　繰越利益剰余金　　　　　　　800,000,000円
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第２号議案　取締役15名選任の件

　取締役全員（15名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので

新任２名を含む取締役15名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

1

やす

安
はら

原
 

　
あきら

晃

(昭和19年10月20日生)

昭和42年４月　当社入社

平成10年６月　当社取締役

平成12年２月　当社常務取締役

平成14年６月　当社専務取締役

平成25年２月　当社取締役副社長

平成25年６月　当社代表取締役社長（現任）

平成25年６月　当社東京営業本部本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

岡山県貨物鋼運㈱代表取締役会長、昭和工運㈱代

表取締役会長、山陽コンテナトランスポート㈱代

表取締役社長

50,000株

２

えん

遠
どう

藤
とし

俊
お

夫

(昭和21年８月４日生)

昭和44年４月　当社入社

平成14年６月　当社取締役

平成17年６月　当社常務取締役

平成19年６月　当社専務取締役

平成23年２月　マルケー自動車整備㈱　代表取

　　　　　　　締役社長

平成23年６月　当社取締役（退任）

平成25年２月　当社人事部長

平成25年６月　当社専務取締役

平成25年６月　当社総務部・企画室・情報システ

ム部担当（現任）

平成25年７月　当社人事部担当（現任）

平成28年５月　当社取締役副社長（現任）

40,000株

３

お

小
ごう

郷
のぶ

伸
ひろ

洋

(昭和19年８月７日生)

昭和43年４月　当社入社

平成15年２月　当社広島主管支店長

平成15年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役

平成25年２月　当社営業部・運行管理部担当

　　　　　　　（現任）

平成25年６月　当社専務取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

彦崎通運㈱代表取締役会長

40,000株
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

４

むら

村
かみ

上
あき

明
ひさ

久

(昭和23年11月15日生)

昭和46年４月　当社入社

平成15年２月　当社福岡主管支店長

平成18年６月　当社取締役

平成23年６月　当社常務取締役

平成25年２月　当社大阪主管支店長（現任）

平成25年２月　当社大阪営業本部副本部長

　　　　　　　（現任）

平成28年５月　当社専務取締役（現任）

30,000株

５

せき

関
 

　
ゆう

裕
じ

二

(昭和25年１月27日生)

昭和45年９月　当社入社

平成18年２月　当社米子主管支店長

平成21年６月　当社取締役

平成28年２月　当社広島主管支店長（現任）

平成28年５月　当社常務取締役（現任）

30,000株

６

やす

安
はら

原
しゅう

秀
じ

二

(昭和26年４月８日生)

昭和49年４月　当社入社

平成22年２月　当社福山主管支店長

平成23年６月　当社取締役

平成28年２月　当社岡山主管支店長（現任）

平成28年５月　当社常務取締役（現任）

30,000株

７

わか

若
さ

狹
しん

愼
いち

一

(昭和23年６月７日生)

昭和42年４月　当社入社

平成16年６月　当社経理部長（現任）

平成20年６月　当社取締役（現任）

30,000株

８

うま

馬
や

屋
はら

原
 

　
 

　　
あきら

章

(昭和26年10月２日生)

昭和49年４月　当社入社

平成19年５月　当社東京主管支店長

平成22年６月　当社取締役（現任）

平成27年２月　当社営業部長（現任）

30,000株

９

はら

原
だ

田
かず

和
みち

充

(昭和25年11月29日生)

昭和48年４月　当社入社

平成17年２月　当社津山主管支店長

平成23年７月　当社執行役員名古屋主管支店長

平成27年２月　当社執行役員東京主管支店長

平成27年２月　当社東京営業本部副本部長

　　　　　　　（現任）

平成27年６月　当社取締役東京主管支店長

　　　　　　　（現任）

20,000株

10

もり

森
わけ

分
とし

俊
ひろ

裕

(昭和27年９月７日生)

昭和53年４月　当社入社

平成19年２月　当社倉敷主管支店長

平成23年７月　当社執行役員倉敷主管支店長

平成27年６月　当社取締役（現任）

平成28年２月　当社福山主管支店長（現任）

20,000株
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

11

おか

岡
もと

本
のぶ

信
よし

義

(昭和25年８月25日生)

昭和53年10月　当社入社

平成18年２月　当社四国主管支店長

平成23年７月　当社執行役員福岡主管支店長

平成27年６月　当社取締役（現任）

平成28年２月　当社倉敷主管支店長（現任）

20,000株

12

なか

中
ざわ

澤
まさ

正
き

樹

(昭和30年７月27日生)

昭和55年４月　当社入社

平成15年２月　当社第一営業部営業開発課長

平成20年２月　当社企画室長室長代理

平成22年５月　当社企画室長

平成27年７月　当社執行役員企画室長（現任）

8,000株

13

あら

荒
た

田
はる

治
みち

通

(昭和26年４月10日生)

昭和45年４月　当社入社

平成16年３月　当社総務部株式課長

平成20年５月　当社総務部長代理

平成22年５月　当社総務部長

平成27年７月　当社執行役員総務部長（現任）

5,000株

14

にし

西
 

　
お

尾
 

　
もと

源
じ

治
ろう

郎

(昭和31年10月９日生)

昭和57年６月　西尾総合印刷㈱入社

平成12年３月　同社代表取締役社長（現任）

平成27年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

西尾総合印刷㈱代表取締役社長

0株

15

あり

有
さわ

澤
かず

和
ひさ

久

(昭和37年３月16日生)

平成元年８月　サンワ・等松青木監査法人(現有

限責任監査法人トーマツ)入所

平成５年８月　公認会計士登録

平成22年12月　同所　退所

平成22年12月　税理士登録

平成23年１月　有澤会計事務所　代表(現任)

平成28年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

有澤会計事務所代表、株式会社ウエスコホール

ディングス社外監査役

0株

（注）１．取締役候補者安原　晃氏は、

(1) 岡山県貨物鋼運㈱及び昭和工運㈱の代表取締役会長を兼務し、当社は両社との間に

運送の取引関係があります。

(2) 山陽コンテナトランスポート㈱の代表取締役社長を兼務し、当社は同社との間に運

送の取引関係があります。

２．取締役候補者小郷伸洋氏は、彦崎通運㈱の代表取締役会長を兼務し、当社は同社との

間に運送の取引関係があります。

３．取締役候補者西尾源治郎及び有澤和久の両氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号

の社外取締役候補者であります。
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４．社外取締役候補者西尾源治郎氏は、西尾総合印刷㈱の代表取締役社長を兼務し、当社

は同社との間に物品購入の取引関係があります。また、当社社外取締役としての在任期

間は本総会終結の時をもって２年であります。なお、同氏を社外取締役候補者とした理

由は、長年にわたり西尾総合印刷㈱の経営に携り、その経歴を通じて培った経営の専門

家としての経験・見識からの視点に基づく経営の監督とチェック機能を期待したためで

す。また、当社は、同氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。同氏が原案どおり選任された場合、同取引所有価証券上場

規程第436条の２に定める独立役員となる予定です。

５．社外取締役候補者有澤和久氏は、有澤会計事務所の代表を兼務し、当社は同所との間

に取引関係はありません。また、当社社外取締役としての在任期間は本総会終結の時を

もって１年であります。なお、同氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたり公

認会計士及び税理士としての専門的な知識や経験を有しており、その経歴を通じて培っ

た経営の専門家としての経験・見識からの視点に基づく経営の監督とチェック機能を期

待したためです。同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関

与された経験はありませんが、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるも

のと判断しております。また、当社は、同氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。

６．その他各取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、任期満了により退任されます取締役壷坂須美男

氏及び坪井宏通氏に対し、在任中の労に報いるため、当社における所定の基

準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願い

たいと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

壷 　 坂 　 須 美 男

昭和62年６月　当社取締役

平成５年６月　当社常務取締役

平成９年６月　当社専務取締役

平成13年６月　当社取締役副社長

平成15年６月　当社代表取締役副社長

平成17年６月　当社代表取締役社長

 平成25年６月　当社代表取締役会長（現任）

坪 井 宏 通  平成23年６月　当社社外取締役（現任）

　以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場　岡山市北区清心町４番31号

岡山県貨物運送株式会社会議室

至京山･池田動物園

清
心
女
子
大

岡山ロイヤルホテル

岡山フェアレーン

岡山県貨物運送㈱

至
津
山

服部皮膚科

国
道
53
号
線

至
大
阪

歩道橋

山
　
陽
　
新
　
幹
　
線

済生会病院

奉還町商店街

至総社 国道180号線

タクシーのりば

岡山全日空ホテル

ＮＨＫ
連絡橋

至
広

島

Ｎ

Ｊ
Ｒ
岡
山
駅

ＪＲ岡山駅（西口）から、徒歩約10分です。


